○鳥取県放射能調査専門家会議設置要綱　　　
 （趣旨）

第１条　この要綱は、鳥取県放射能調査専門家会議（以下「専門家会議」という。）に関し必要な事項を定めるものである。

（調査審議する事項）

第２条　専門家会議は、鳥取県附属機関条例（平成25年鳥取県条例第53号）別表第１で定める事項を調査審議するものとし、その具体的な内容は次の各号に掲げる事項とする。

（１）放射能調査計画の助言に関する事項

（２）測定方法の指導、助言に関する事項

（３）測定結果の評価に関する事項

（４）その他調査、測定に係る技術的事項等の指導、助言に関する事項

（組織）

第３条　専門家会議は、知事が任命した者をもって組織する。

（意見の聴取）

第４条　専門家会議は、第２条に定める事項の審議に当たっては、必要に応じ、関係部局機関及び日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センターの意見を聞くことができる。

（運営の基準）

第５条　専門家会議は、第２条に定める事項の審議に当たっては、法令に定められた基準のほか、県、関係市町、日本原子力研究開発機構が締結しているたい積場周辺環境保全に関する協定に定める管理目標値を尊重するものとする。

（委員）

第６条　委員は、その調査審議する事項に関し知識又は経験を有する者のうちから、知事が任命する。

２　委員の任期は、任命の日から３年間とする。
（議長）

第７条　専門家会議に議長を置く。

２　議長は、委員の互選により決定する。

３　議長は、専門家会議（書面によるものも含む。）の運営を掌る。

４　議長は、会務を総理し、専門家会議を代表する。

５　議長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。

（会議の開催）

第８条　専門家会議は、議長が必要と認めたときは、その都度会議を開催することができる。

２　前項の会議の招集は、鳥取県生活環境部環境立県推進課長が行う。

（庶務）

第９条　審議会の庶務は、鳥取県生活環境部環境立県推進課において行う。

（その他）

第１０条　この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関して必要な事項は、議長が専門家会議にはかって定める。

　附　則

　この要綱は、平成２５年１０月１１日から施行する。

　附　則

　この要綱は、平成３１年３月２５日から施行する。

　附　則

　この要綱は、令和４年２月９日から施行する。

